
人 事・労 務 の 課 題 解 決 メ デ ィア

https://www.rosei.jp/readers/

4116
2026年（令和8年）3月27日発行

ピ
ー
プ
ル
ア
ナ
リ
テ
ィ
ク
ス
事
例

労
使
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
と
過
半
数
代
表
制

　基
本
解
説（
18
）

4
1
1
6

26
・
3
・
27

第2・4金曜日発行　2026年3月27日発行　ISSN 1342-5250

労働関係法律─基本解説
第18回　昇進・昇格、降格

実務解説

あらためて押さえる
労使コミュニケーションの在り方

実務解説

フランス移住は確定的な判断であり、実際の生活環境も確固となった時点で就労意思を失い、黙示の退職合意が成立したと認められる
（ゴールドマン・サックス・ジャパン・サービス事件　東京地裁　令 7.10.14判決）

労働判例

●試用期間中の解雇や期間満了後の本採用拒否は、どのような場合に可能か
●採用面接やOB・OG訪問での会話を無断で録音し、公開した者の内定を取り消すことは可能か
●アルバイトから不評であることを理由に、社員を異動させることは問題か
●出張時の宿泊費に係る還元ポイント分の金額を控除して精算する規定を設けることは問題か
●子の看護等休暇の申請に当たり、行事参加の証拠書類等の提出を求めてよいか
●テレワーク中に飲酒していたことが発覚した社員への対応をどうすべきか
●元社員から、確定給付企業年金の受給方式について十分な説明がなかったと損害賠償請求された場合の対応
●若年性のパーキンソン病と診断された社員を、休職を経ずに解雇できるか

相談室Q&A

企業事例

人事データ・AIを活用した 
ピープルアナリティクス事例
（NTTドコモ／LINEヤフー／マクセル）
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（ゴールドマン･サックス･ジャパン･サービス事件　東京地裁　令 7.10.14判決）

 47 特集 2 実務解説

	 	 あらためて押さえる労使コミュニケーションの在り方
過半数代表制の実効性を高め、労使の信頼関係を構築する際の要点
西脇 巧　弁護士・社会保険労務士　ニシワキ法律事務所

 14 特集 1 企業事例

	 	 �人事データ・AIを活用した
	 	 �ピープルアナリティクス事例

最適な人材配置や公平公正な評価、退職予測など、人事機能を高度化する 3 社
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